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【様式第1号】

自治体名：栃木市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 276,035,794   固定負債 119,333,125

    有形固定資産 259,732,700     地方債等 80,863,671

      事業用資産 94,015,262     長期未払金 -

        土地 28,822,223     退職手当引当金 9,753,290

        立木竹 40,560     損失補償等引当金 37,207

        建物 130,796,381     その他 28,678,957

        建物減価償却累計額 -74,786,775   流動負債 10,926,678

        工作物 5,015,270     １年内償還予定地方債等 8,718,243

        工作物減価償却累計額 -3,107,871     未払金 621,643

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 634

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 948,679

        航空機 -     預り金 548,928

        航空機減価償却累計額 -     その他 88,551

        その他 - 負債合計 130,259,803

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 7,235,475   固定資産等形成分 288,682,308

      インフラ資産 160,280,133   余剰分（不足分） -120,096,522

        土地 23,330,962   他団体出資等分 514

        建物 8,582,711

        建物減価償却累計額 -5,470,725

        工作物 237,105,699

        工作物減価償却累計額 -107,113,725

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 3,845,211

      物品 17,161,709

      物品減価償却累計額 -11,724,405

    無形固定資産 4,452,116

      ソフトウェア 15,485

      その他 4,436,631

    投資その他の資産 11,850,978

      投資及び出資金 179,096

        有価証券 28,700

        出資金 150,396

        その他 -

      長期延滞債権 1,662,739

      長期貸付金 954,876

      基金 9,333,182

        減債基金 -

        その他 9,333,182

      その他 62

      徴収不能引当金 -278,977

  流動資産 22,806,605

    現金預金 9,263,628

    未収金 868,460

    短期貸付金 41,570

    基金 12,604,944

      財政調整基金 9,893,158

      減債基金 2,711,786

    棚卸資産 43,254

    その他 2,232

    徴収不能引当金 -17,483

  繰延資産 3,704 純資産合計 168,586,300

資産合計 298,846,102 負債及び純資産合計 298,846,102

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：栃木市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 110,800,197

    業務費用 39,387,344

      人件費 12,935,568

        職員給与費 7,395,763

        賞与等引当金繰入額 948,679

        退職手当引当金繰入額 768,933

        その他 3,822,193

      物件費等 24,523,514

        物件費 14,210,422

        維持補修費 866,937

        減価償却費 9,398,060

        その他 48,095

      その他の業務費用 1,928,261

        支払利息 570,478

        徴収不能引当金繰入額 65,285

        その他 1,292,499

    移転費用 71,412,853

      補助金等 60,204,680

      社会保障給付 11,047,256

      その他 160,917

  経常収益 6,135,788

    使用料及び手数料 3,918,851

    その他 2,216,937

純経常行政コスト 104,664,409

  臨時損失 325,797

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 320,804

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 4,993

  臨時利益 322,129

    資産売却益 169,808

    その他 152,321

純行政コスト 104,668,077
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【様式第3号】

自治体名：栃木市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 167,974,644 283,140,162 -115,166,031 514

  純行政コスト（△） -104,668,077 -104,668,077 -

  財源 106,289,560 106,289,560 -

    税収等 61,821,650 61,821,650 -

    国県等補助金 44,467,910 44,467,910 -

  本年度差額 1,621,483 1,621,483 -

  固定資産等の変動（内部変動） 4,404,132 -4,404,132

    有形固定資産等の増加 13,941,693 -13,941,693

    有形固定資産等の減少 -9,949,926 9,949,926

    貸付金・基金等の増加 8,533,442 -8,533,442

    貸付金・基金等の減少 -8,121,076 8,121,076

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 827,856 827,856

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 9,017 6,944 2,074 -

  その他 -1,846,701 303,214 -2,149,915

  本年度純資産変動額 611,655 5,542,146 -4,930,490 -

本年度末純資産残高 168,586,300 288,682,308 -120,096,522 514

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：栃木市

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 101,733,151

    業務費用支出 28,953,977

      人件費支出 12,042,175

      物件費等支出 15,007,499

      支払利息支出 570,478

      その他の支出 1,333,826

    移転費用支出 72,779,174

      補助金等支出 61,571,001

      社会保障給付支出 11,047,256

      その他の支出 160,917

  業務収入 109,897,764

    税収等収入 62,112,647

    国県等補助金収入 41,805,751

    使用料及び手数料収入 4,156,662

    その他の収入 1,822,705

  臨時支出 6,081

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 6,081

  臨時収入 2,050

業務活動収支 8,160,582

【投資活動収支】

  投資活動支出 20,794,079

    公共施設等整備費支出 12,628,993

    基金積立金支出 5,655,986

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 2,509,100

    その他の支出 -

  投資活動収入 10,499,442

    国県等補助金収入 2,434,402

    基金取崩収入 4,683,656

    貸付金元金回収収入 2,547,512

    資産売却収入 169,808

    その他の収入 664,065

投資活動収支 -10,294,637

【財務活動収支】

  財務活動支出 9,120,666

    地方債等償還支出 9,018,770

    その他の支出 101,896

  財務活動収入 9,966,379

    地方債等発行収入 9,963,700

    その他の収入 2,679

財務活動収支 845,713

本年度資金収支額 -1,288,342

前年度末資金残高 10,003,908

比例連結割合変更に伴う差額 3

本年度末資金残高 8,715,569

前年度末歳計外現金残高 556,173

本年度歳計外現金増減額 -8,114

本年度末歳計外現金残高 548,059

本年度末現金預金残高 9,263,628
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注記 

■重要な会計方針 

① 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として

再調達原価としております。 

また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。 

② 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金額を以て貸借対照表価額としておりますが、出資金のうち、市場価格のないものは、出資先の財政

状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合に、相当の減額を行うこととしております。 

なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとし

ております。 

③ 有形固定資産等の減価償却の方法 

・有形固定資産: 定額法(間接法)を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

建　物 : 3 年～50年 ※建物附属設備含む 

工作物 : 3 年～60年 

物　品 : 2 年～17年 

・無形固定資産: 定額法(直接法)を採用しております。 

④ 引当金の計上基準及び算定方法 

・徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

・賞与等引当金: 

翌年度 6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合

を乗じた額を計上しております。 

・退職手当引当金 

退職手当債務から既に支給された額を差し引いた額を計上しております。 

・損失補償等引当金 

将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しております。 

⑤ リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引は通常の売買契約に準じた方法で会計処理を行い、短期のリース取引には簡

便的な取り扱いを行っております。オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じ

た方法で会計処理を行っております。 

⑥ 資金の範囲 

現金(手許現金及び要求払預金)及び現金同等物(3 ヶ月以内の短期投資等)を資金の範囲としております。 

⑦ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

・固定資産の計上基準 

取得価額 50 万円以上の物品を資産として計上し、改良を伴う修繕等は、固定資産の価値増加として資

産計上しています。なお、維持管理及び経年劣化による修繕は、資産ではなく費用として計上しておりま

す。 

・消費税等の会計処理 

税込方式で処理しております。(一部の公営企業では税抜方式を採用しています) 
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■重要な会計方針の変更等 

該当項目なし。 

■重要な後発事象 

令和 5 年 9月 30 日に佐野地区衛生施設組合が解散しました。これにより、令和 6度決算分より連結対象団

体から除外されます。 

■偶発債務 

該当項目なし。 

■追加情報 

① 対象範囲（対象とする会計） 

・一般会計等 

　　　一般会計 

・全体会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計（保険事業勘定） 

介護保険特別会計（サービス事業勘定） 

栃木インター西産業団地特別会計 

平川産業団地特別会計 

水道事業会計 

下水道事業会計 

　　　　　・連結会計 

　　　　　　　宇都宮西中核工業団地事務組合 

　　　　　　　佐野地区衛生施設組合　※令和 5年 9月 30 日解散 

　　　　　　　栃木県市町村総合事務組合 

　　　　　　　栃木県後期高齢者医療広域連合 

　　　　　　　一般財団法人　栃木市農業公社 

　　　　　　　株式会社　観光農園いわふね 

なお、連結対象団体には比例連結または全部連結の方法が採用されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※佐野地区衛生施設組合は、事業等によりそれぞれ異なる連結割合を用いて作成しております。 

団体名 区分 連結方法 連結割合

宇都宮西中核工業団地事務組合 一部事務組合等 比例連結 55.66%

佐野地区衛生施設組合 一部事務組合等 比例連結 ※

栃木県市町村総合事務組合（一般会計） 一部事務組合等 比例連結 2.56%

栃木県市町村総合事務組合（特別会計） 一部事務組合等 比例連結 4.00%

栃木県市町村総合事務組合（市町村消防団員等公務災害補償等事業） 一部事務組合等 比例連結 6.67%

栃木県市町村総合事務組合（非常勤職員公務災害補償等事業） 一部事務組合等 比例連結 8.68%

栃木県市町村総合事務組合（消防救急無線設備整備管理事業） 一部事務組合等 比例連結 8.33%

栃木県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合等 比例連結 8.36%

栃木市農業公社 第三セクター等 全部連結 -

（株）観光農園いわふね 第三セクター等 全部連結 -
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② 出納整理期間 

出納整理期間は翌年度 5月 31 日まで設けられており、この期間終了後の計数を決算日基準にします。 

（地方自治法第 235 条の 5に基づく） 

③ 表示方法 

千円未満を四捨五入して表示するため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 健全化判断比率 

・実質赤字比率                                - 

・連結赤字比率                                - 

・実質公債費比率                             8.6% 

・将来負担比率                              13.2% 

・資金不足比率 

水道事業会計                           - 

下水道事業会計                         - 

栃木インター西産業団地特別会計         - 

平川産業団地特別会計                   - 

※赤字額や資金不足が無い場合は「-」と記載。 

⑤ 利子補給および繰越事業費 

一般会計の翌年度以降支出予定額 :       289,986 千円 

将来支出予定額（一般会計など） : 合計 1,291,101 千円 

⑥ 基礎的財政収支 

一般会計 : △1,305,577 千円 

⑦ 一時借入金限度額 

一般会計 : 5,000,000 千円 

⑧ 純資産内容 

固定資産等形成分 : 固定資産額＋流動資産内の貸付金・基金等 

余剰分(不足分)   : 純資産総額から固定資産等形成分を差し引いた額 
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